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１　前年度指摘事項等に対する措置等

雇用人材局
労働政策課

課　　　　名 係（担当）名 課　　の　　主　　な　　所　　掌　　事　　務

・戦略産業雇用創造プロジェクトに関すること
・地域創生人材育成事業に関すること
・県立産業人材育成センターに関すること
・労働相談、職場の環境改善等労働福祉に関すること
・技能振興に関すること
・職業訓練等人材育成に関すること
・労働関係法令に関すること
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（ア）目的

（イ）事業の実施状況

　（１）地域マネジメント強化メニュー

　　　地域で雇用が創造されやすい環境を整えるため次の事業を実施。

技術コーディ
ネーター配置事
業

技術的能力評価を行うことができる「技術コーディ
ネーター」を大阪、東京に配置して、県内への就職
を希望する技術者を発掘・スカウト

本事業関係で
のマッチング件
数:15名獲得した人材は、「高度技術人材バンク」に登録

し、県内企業とのマッチングを実施

寄付講座開設
事業

鳥取大学に委託し、５テーマについての講座を開
設
＜５テーマ＞
「①光・電子デバイス工学研究」「②酸化物エレクト
ロニクス研究」「③磁性材料工学研究」「④ニュー
ロ・インフォマティック研究」「⑤ビッグデータ情報研
究」

基礎講座:24回
応用講座:75回

産業人材育成
拠点整備事業

県産業人材育成センターを核に、製造現場に必要
な現場スタッフ育成や現場リーダー育成、幹部育
成の各コースに分けた研修を実施

26講座実施
延べ256名参加

個々の企業ニーズに応じた出前出張講座を実施
41回実施
延べ480名参加

金属造形３Ｄプリンタを設置し、電子・電機コンソー
シアムの活動で使用

4社利用

電子･電機産業の企業内部強化に係るテーマ毎に
専門家による集合研修及びハンズオン型指導を実
施
＜５テーマ＞「①製品開発力」「②生産システム」
「③原価」「④品質」「⑤製造現場力」

参加企業数:
延べ514社

素形材産業ｺﾝ
ｿｰｼｱﾑ設置事
業

素形材技術に関する研修を実施
9研修実施
14社107名参加

シミュレーションを用いた解析演習
8回開催
延べ25社44名
参加

企業毎の技術課題に対応したハンズオン型の指導
を実施

16社209名指導

事業名 内容 実施状況

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ﾃｸﾉﾛ
ｼﾞｰ･ｾﾝﾀｰ設置
事業

企業の課題把握のため、有識者による企業訪問 延べ120社訪問

有識者による企業の課題解決に向けた方策検討
会議

毎月第3水曜日

グローバル人材育成、タイとのフォーラム

鳥取県戦略産業雇用創造
プロジェクト事業費

決算額
　　676,322千円

（財源内訳）
　国庫支出金 535,543千円
　一般財源　　140,779千円
　その他　　　          0千円

○将来ビジョン
Ⅰ【ひらく】地域で・県外で・
国外で新時代に向かって
扉をひらく
（２）下請体質から「高付加
価値で打って出る産業」へ
転換し、新たなステージへ
チャレンジ

○政策項目
④-2 雇用創造１万人プロ
ジェクト

６　主な事業に関する調べ

事業名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要   

ア　目的及び事業の実施状況

　従来の製造部門に留まらず新産業展開のキーとなる最先端の技術を有するイノベー
ション型製造人材と海外展開を視野に入れたグローバル型製造人材の育成を柱とし、相
互連関の下に技術を有する総合的な産業人材の育成・強化を図り、もって、平成２７年度
末までに、県内の安定的で良質な１，０００人の雇用を創造する。

延べ14社参加

新たな事業展開(BtoCビジネスへの参入)を実践を
通じた人材育成により支援

延べ121社参加

電子・電機ｺﾝｿｰ
ｼｱﾑ設置事業
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事業名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要   

（２） 事業主向け雇用拡大メニュー

　　地域の雇用機会の拡大を図るため次の事業を実施。

（３） 求職者向け人材育成メニュー

　　求職者を雇用につなげるため次の事業を実施。

（１）参加企業数

（２）雇用者数

合計 1,000 人 1,240 人 124.0%

エ　課　題

・企業の人材育成は息の長い取組が必要となることから、各企業において継続的に人材
育成に取り組むことが必要であり、そのための支援を他の支援事業を含め、引き続き
行っていく必要がある。

平成26年度 391 人 503 人 128.6%

平成27年度 388 人 472 人 121.6%

目標 成果 達成率

平成25年度 221 人 265 人 119.9%

イ　平成26年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

　　なし（Ｈ２５～２７までの事業構想に基づいた事業）

ウ　成果

目　　標 100社

成　　果 151社（電子電機75社、素形材56社、ICT20社）

事業名 内容 実施状況

ﾆｰｽﾞに合わせ
たものづくり等
人材基礎研修
事業

本プロジェクト参加企業の求人ニーズに沿った研
修を実施
   Javaﾌﾟﾛｸﾞﾗﾏ育成講座：2講座
   webﾃﾞｻﾞｲﾅｰ養成講座：4講座

6講座155名受
講

事業名 内容 実施状況

高度ICT人材育
成事業

鳥取情報産業協会に委託し、高度ＩＣＴ人材育の研
修を実施

13講座
206名受講

個別事業者向けオーダーメイド研修を実施 2社30名受講
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（ア）目的

（イ）事業の実施状況

　（１）訓練の実施

受講 就職

６人 ６人

４人 ４人

　（２）教材開発ワーキンググループ会議の開催

（１）受講者数

（２）就職者数

事業名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要   

鳥取県地域創生人材育成
事業

決算額
　　79,976千円

（財源内訳）
　国庫支出金   72,846千円
　一般財源　　   7,090千円
　その他　　　         40千円

○将来ビジョン
Ⅰ【ひらく】地域で・県外で・
国外で新時代に向かって
扉をひらく
（２）下請体質から「高付加
価値で打って出る産業」へ
転換し、新たなステージへ
チャレンジ

ア　目的及び事業の実施状況

　中小企業や誘致企業で即戦力となる人材ニーズと求職者のレベルにミスマッチがあり、人
材不足が生じているため、国委託事業（「地域創生人材育成事業」）を活用して管理技術も含
む複数の技能・技術を有する多能工をポリテクセンターや企業と連携して育成し、地域全体
として企業の経営力強化と人材のミスマッチ解消を図る。

機械加工
ポリテクセ
ンター鳥取

H27.8.17
～H27.9.18

測定・検査技術、品質管理技法、
実践機械製図、ドリル研削実践
技術、旋盤実践技術、フライス盤
実践技術、NC旋盤技術

H27.9.14
～H27.10.23

　企業が求める技術レベル、養成目標等に応じた訓練カリキュラムを開発し、ポリテクセン
ター、県内企業等と連携して求職者向けの職業訓練を実施。

コース名 場所 期間 カリキュラム

機械加工
（中級）

ポリテクセ
ンター鳥取

H27.12.2
～H28.1.15

実践機械製図、測定・検査技術、
旋盤実践技術、フライス盤実践技
術、3DCAD/CAM/CNC研修、コ
ミュニケーション研修、企業見学

７人 ７人

機械加工
（中級）

ポリテクセ
ンター米子

H28.1.12
～H28.2.17

測定・検査技術、旋盤実践技術、
フライス盤実践技術、ＮＣ旋盤技
術、マシニングセンタ技術、コミュ
ニケーション研修、履歴書作成・
面接等指導、企業見学

４人 ３人

管理技術
者養成

鳥取県立産
業人材育成
センター

H28.1.18
～H28.2.18

製造技術（材料概論､機械加工､
めっき､熱処理､金型､放電加工､
プレス加工）、工場改善（経営戦
略､営業､生産管理､設備投資と
回収､品質管理、品質工学）､コ
ミュニケーション研修､履歴書作
成・面接等指導､企業見学

11人 11人

　専門家等で構成するワーキンググループを設置し、訓練プログラムの開発・改良を実
施。平成２７年９月～平成２８年３月に毎月１回（計７回）開催。

イ　平成27年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

　　なし（平成27年度新規）

ウ　成果

目標 成果

31 人

多能工訓練 80 人 21 人

管理技術研修 40 人 11 人

（うち正規） （54人） （28人）

エ　課　題

　本事業は平成２７～２９年度の３年間の事業であり、県内企業の人材ニーズに即した求職
者訓練をさらに進めるため、企業の人材ニーズを把握し就職マッチングの強化を図るととも
に、関係機関と連携しながら受講者の確保に取り組んでいく必要がある。

目標 成果

就職者数 60 人
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定員 修了者 就職者 就職率

    150      59       54 91.5%

30 4 3 75.0%
10 1 1 100.0%
10 8 7 87.5%
10 6 6 100.0%
50 14 14 100.0%
20 10 9 90.0%
20 16 14 87.5%

 1,010     723      567 78.4%

 1,160     782      621 79.4%

    535     298  - -

 1,695  1,080  - -
③＋④
合計

116科 1,285

③＝①＋②
小計

80科 906

④短期訓練
（在職者対象）

36科 379

設計・インテリア科                  11
デザイン科                  19

②短期訓練
　（離職者対象）

73科 808

土木システム科                   9
木造建築科                   7
自動車整備科                  39

①長期訓練
　（新卒者対象）

7科 98

コンピュータ制御科（専攻科）                  12
コンピュータ制御科（１年制）                   1

エ　課題 

　雇用情勢は改善傾向にあるが、引き続き、雇用のセーフティネットとしての離職者訓練を維
持継続するとともに、県の産業構造の変化に対応しつつ、企業のニーズに対応した人材を育
成するため、新卒者・求職者及び離職者を対象とする職業訓練の実施に努める必要がある。

（参考）
平成２７年度入校・就職状況（平成２８年５月末現在） 　（単位：人）

区    分 コース数 入校・進級者

ウ　成果

　〇長期訓練（学卒者対象）修了者の就職率は、平成２８年５月末時点で９１．５％（昨年同月：
　　８５．９％）であった。

　○離職者訓練の就職率は平成２８年５月末時点で７８．４％（昨年同月：７８．０％）であった。

　○県立の訓練機関がない東部地区に対し、委託による在職者訓練を実施したこと（5コース
　　定員65人、入校40人、修了37人）や、企業側のニーズを踏まえ定員を拡充したことで、
　　在職者の技能向上を図ることができた。

　○職業訓練託児支援事業では、訓練生８６人に対し保育料の一部助成を行い、託児に係る
　　経済的な懸念を軽減し、子育て中の求職者の職業訓練の受講を促進した。

事業名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要   

職業訓練事業費

決算額　332,811千円
   (財源内訳)
　   国庫支出金
    　   　 253,575千円
　   使用料及び手数料
   　      　 12,722千円
　　その他
　　　　　　　 1,986千円
  　 一般財源
   　   　　 64,528千円
　

　
○将来ビジョン
Ⅰ【ひらく】地域で・県外
で・国外で新時代に向
かって扉をひらく
　(３)就業を希望する人が
県内で「いきいきと働ける
就業環境」を整備

〇政策項目
産業を元気に
①就業環境支援策等を
進め新規正規雇用1万人
チャレンジ

ア　目的及び事業の実施状況

（ア）目的
　新規学卒者、求職者及び在職者の職業能力開発を支援するため、職業訓練を実施する。

（イ）事業の実施状況
　県立産業人材育成センター倉吉校及び米子校において、新規学卒者、求職者及び在職者を
対象とする職業訓練（施設内訓練及び委託訓練）を実施した。

イ　平成２７年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

　○心のケアに配慮した校内相談体制を強化するため、各校にスクールカウンセラーを配置
　　し、円滑な訓練実施に結びつけた。

　○子育てと仕事の両立をめざす女性等を支援するために、１日の訓練時間を短縮し、職業
　　訓練受講の機会を与えた。

　○農業人材の育成に向け、新たに「アグリチャレンジ研修科」を企画し、県立農業大学校で
　　実施した。

-5-



７
　

決
 算

 調
 書

　
　

（
総

括
表

）
  
 一

般
会

計
（
単

位
：
円

）

継
続

費
及

び
予

備
費

繰
越

事
業

費
支

出
及

び
繰

越
額

流
用

増
減

Ａ
Ｂ

Ｃ
Ａ

－
Ｂ

－
Ｃ

歳 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 入

(3
7
,9

8
7
,7

6
2
)

2
7
0
,3

3
0
,0

0
0

0

(8
,0

0
0
,0

0
0
) 0

(8
,0

0
0
,0

0
0
) 0

0
1
5
0
,0

6
9
,0

9
3

前
年

度
繰

越
金

(0
) 0

(0
) 0

(8
,0

0
0
,0

0
0
) 0

(0
) 0

(0
) 0

労
働

費
委

託
金

3
0
2
,1

9
3
,0

0
0

1
2
3
,8

1
5
,0

0
0

0
0

4
2
6
,0

0
8
,0

0
0

(1
2
,3

7
5
,3

1
6
)

3
6
,8

0
4
,4

7
1

労
働

費
国

庫
負

担
金

2
2
,2

6
0
,0

0
0

0
0

0
2
2
,2

6
0
,0

0
0

7
,9

9
7
,4

5
2

労
働

費
国

庫
補

助
金

(0
)

6
6
4
,8

6
7
,0

0
0

(0
)

3
6
,0

8
1
,0

0
0

(4
0
,4

2
7
,7

6
2
) 0

(0
) 0

(4
0
,4

2
7
,7

6
2
)

7
0
0
,9

4
8
,0

0
0

(0
)

1
8
6
,5

0
0
,0

0
0

(4
8
,4

2
7
,7

6
2
) 0

(0
) 0

(4
8
,4

2
7
,7

6
2
)

1
,1

9
1
,2

8
9
,0

0
0

(0
) 00

0
0

4
,0

0
0
,0

0
0

(1
2
,3

7
5
,3

1
6
)

1
9
2
,1

5
4
,7

7
7

2
4
,0

0
0
,0

0
0

2
8
,0

0
0
,0

0
0

労
働

使
用

料
1
0
,8

8
7
,0

0
0

△
 2

,1
7
6
,0

0
0

0
0

延
滞

金
0

0

0
1
,7

0
3
,0

0
0

7
,8

4
8
,0

7
1

0
△

 6
,1

4
5
,0

7
1

0
3
2
0

(0
) 0

△
 6

9
,5

8
6

物
品

売
払

収
入

0
0

0
0

0

0
△

 3
2
0

雑
入

1
,6

2
0
,0

0
0

8
3
,0

0
0

0

労
働

債
0

2
8
,0

0
0
,0

0
0

8
,7

1
1
,0

0
0

9
,1

5
1
,8

0
0

0
△

 4
4
0
,8

0
0

行
政

財
産

使
用

料
2
,1

5
4
,0

0
0

6
9
7
,0

0
0

0
0

2
,8

5
1
,0

0
0

(0
) 0

(2
0
,2

7
8
,4

5
5
)

2
8
9
,4

0
7
,7

5
0

6
9
,5

8
6

0

(2
8
,0

5
2
,4

4
6
)

6
6
4
,1

4
3
,5

2
9

(0
) 0

(4
8
,4

2
7
,7

6
2
)

1
,9

3
3
,3

3
4
,0

0
0

(2
8
,1

4
9
,3

0
7
)

1
,6

4
3
,9

2
6
,2

5
0

0

(3
,3

5
7
,4

3
4
)

4
3
9
,6

6
4
,5

3
9

(2
4
,7

9
1
,8

7
3
)

1
,2

0
4
,2

6
1
,7

1
1

2
,8

4
5
,7

9
1

決
算

額
の

内
訳

翌
年

度
繰

越
額

差
引

増
減

額
備

　
考

0
5
,2

0
9

本
　

　
庁

出
納

機
関

区 　 分
科

　
　

目

予
　

　
　

　
　

算
　

　
　

　
　

現
　

　
　

　
　

額
決

算
額

当
初

予
算

額
補

正
予

算
額

計

歳 　 　 　 　 出

労
政

総
務

費
8
2
4
,1

4
2
,0

0
0

3
0
7
,9

3
6
,0

0
0

(0
)

3
2
3
,9

3
4
,0

0
0

0

(0
)

1
,6

0
9
,4

0
0
,0

0
0

(4
8
,4

2
7
,7

6
2
) 0

0
1
,1

3
2
,0

7
8
,0

0
0

9
4
4
,5

8
5
,3

4
8

9
3
8
,5

3
7
,3

4
8

6
,0

4
8
,0

0
0

0
1
8
7
,4

9
2
,6

5
2

労
働

福
祉

費
3
4
,8

5
3
,0

0
0

0
0

0
3
4
,8

5
3
,0

0
0

3
3
,7

4
3
,3

2
2

3
3
,7

4
3
,3

2
2

0
0

1
,1

0
9
,6

7
8

労
働

手
数

料
7
6
4
,0

0
0

0
0

7
6
4
,0

0
0

合
　

　
　

　
　

計

合
　

　
　

　
　

計
(0

)
1
,0

0
4
,7

8
9
,0

0
0

(3
6
,0

5
2
,4

4
6
)

9
9
9
,1

3
4
,2

2
3

8
2
9
,1

4
0

0
△

 6
5
,1

4
0

4
4
,5

3
1

1
4
,2

6
2
,5

4
8

0 0

(0
) 0

2
7
5
,9

3
8
,9

0
7

職
業

訓
練

総
務

費
(0

)
2
5
7
,7

1
6
,0

0
0

(0
)

1
2
,6

1
4
,0

0
0

(3
7
,9

8
7
,7

6
2
) 0

(0
) 0

(1
0
,4

4
0
,0

0
0
)

4
9
6
,0

7
3
,0

0
0

(3
,7

2
5
,7

2
1
)

4
1
7
,0

2
5
,4

2
6

(3
6
8
,2

8
7
)

1
,7

4
7
,5

9
6

(3
,3

5
7
,4

3
4
)

4
1
5
,2

7
7
,8

3
0

(2
4
,4

2
3
,5

8
6
)

2
4
8
,5

7
2
,1

5
4

(2
4
,4

2
3
,5

8
6
)

2
3
0
,2

3
3
,4

4
5

(0
)

1
8
,3

3
8
,7

0
9

(0
) 0

(1
3
,5

6
4
,1

7
6
)

2
1
,7

5
7
,8

4
6

(0
) 0

(6
,7

1
4
,2

7
9
)

7
9
,0

4
7
,5

7
4

職
業

訓
練

校
費

(0
)

4
9
2
,6

8
9
,0

0
0

(0
)

3
,3

8
4
,0

0
0

(1
0
,4

4
0
,0

0
0
) 0

(0
) 0

△
 5

3
1

0

財
産

貸
付

収
入

4
4
,0

0
0

0
0

0
4
4
,0

0
0

-6-



８　事業別実施状況調べ
(単位：円)

事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果

（労政総務費)

職員人件費 130,743,000 129,569,326 0 1,173,674 雇用人材局労働政策課の人件費

鳥取県戦略産業雇
用創造プロジェク
ト事業費

706,813,000 676,322,458 0 30,490,542 主な事業に関する調べに記載のとおり

鳥取県地域創生人
材育成事業

233,995,000 79,976,244 0 154,018,756 主な事業に関する調べに記載のとおり

中小企業の求人情
報発信支援事業

1,600,000 1,169,000 0 431,000

新たに就職情報サイト等の求人情報発信媒体
を活用しようとする県内中小企業に対して、
経費の一部を助成する。
・補助率　１/２、限度額４０万円/社（パン
フレット作成等経費に対する上乗せ補助は補
助率１/２、限度額２０万円/社）
・利用実績　４社

労政行政費 5,393,000 4,015,188 0 1,377,812

①企業内人権啓発推進事業
企業人権啓発相談員の設置（２名）、同和問
題等雇用連絡協議会の開催（２回）、公正採
用選考人権啓発推進員研修会の開催（９回）
②雇用改善推進事業
建設労働者の雇用の改善に係る優良事業所等
の表彰（２社）
③鳥取県労働者団体社会貢献活動等支援補助
金
労働者団体が行う労働者福祉の向上のための
啓発活動及び社会貢献活動に係る経費の補助
（２団体）
④労使関係総合調査（国委託）等の事務に要
する経費
県内労働組合の実態、労働争議の発生状況等
に関する調査等の実施

地域雇用創造推進
事業委託費返還負
担金

53,534,000 53,533,132 868

鳥取県雇用創造推進協議会（県事務局）が鳥
取労働局から受託し、民間団体等に再委託す
るなどして実施した地域雇用創造推進事業に
対して、会計検査院から対象外経費等が指摘
され、鳥取労働局への委託料返還のため、県
に責任があると認められる額を負担する。

目　　　　計 1,132,078,000 944,585,348 0 187,492,652

(労働福祉費)

勤労者福祉事業費 4,748,000 3,794,425 0 953,575

①職場環境改善支援セミナー開催事業
企業を対象に、育児・介護休業の取得促進な
ど職場環境改善の実践ポイントやメリット、
優良事例等を紹介するセミナーを開催（３会
場）
②育児・介護休業者生活資金支援事業
育児・介護休業者に生活資金を低利で貸し付
けることにより、収入の減少を補い、仕事と
の両立を支援。（H27貸付分：2件）
③鳥取県労働者福祉協議会補助金
（財）鳥取県労働者福祉協議会が実施する勤
労者福祉事業(情報提供活動、スポーツ事業、
勤労者美術展等）に対する助成
④職場環境等実態調査
県内の事業所における休暇制度、育児・介護
休業制度、ワーク・ライフ・バランスなどの
職場環境を明らかにし、労政福祉施策の基礎
資料とする。無作為に1,500事業所を抽出し、
456事業所から回答。
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事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果

労働者相談・職場
環境改善支援事業

30,105,000 29,948,897 156,103

①中小企業労働相談所設置業務
県内３か所に中小企業労働相談所（みなく
る）を設置し、労働者・経営者からの労働・
雇用に関する相談に対して、助言、情報提供
等を実施（相談件数３，３７４件（内職相談
を含む）前年比６５件減）。また、基礎的な
労働関係法令等に係るセミナーを県内３地区
で計１８回開催し、労働者・経営者への情報
提供を実施。
②労務管理改善助言事業
県内３地区に各１名配置した労務管理アドバ
イザー（社会保険労務士）を事業所に派遣
し、適切な労務管理に向けた助言、各種助成
制度の紹介、職場環境の改善に向けた啓発等
を実施（訪問件数４３２社）。また、事業所
等（労働組合を含む）が実施する職場環境の
改善に向けた社内研修等に講師を派遣（派遣
件数４７社）。

目　　　　計 34,853,000 33,743,322 0 1,109,678

(職業訓練総務費)

職員人件費 162,565,000 160,487,502 2,077,498
産業人材育成センター倉吉校及び米子校の人
件費

技能振興事業 59,891,000 57,773,997 2,117,003

①職業能力開発協会補助金
職業能力開発協会に人件費、技能検定実施経
費等を補助した。
②技能振興推進事業費補助金
各技能士会等の研修会、展示会等の開催経費
を技能士会連合会を通じて補助した。
③認定職業訓練助成事業補助金
事業主団体等が行う認定職業訓練校の訓練に
係る経費を補助した。
④技能者の顕彰
優れた技能者（知事表彰）３名、高度熟練技
能者（とっとりマイスター）（知事認定）２
名を顕彰した。
⑤在校生技能検定受検料減免
Ｈ22より実施している高校等在校生の受検料
減免措置を継続。
（一般16,500円。高校等在校生5,500円）。

中小企業職業訓練
助成事業

1,548,000 646,355 0 901,645

中小企業又は中小企業の従業員で構成される
共同団体等が自ら企画実施する訓練及び教育
機関へ従業員を派遣する訓練に要した経費に
対して助成する。
利用実績　１７件

職業訓練行政費 46,326,000 29,664,300 0 16,661,700

①職業訓練指導員免許の交付
職業訓練指導員の免許申請等のあった２３件
に免許証等を交付した。
②訓練手当の支給
障がい者等就職困難者が職業訓練を受講する
場合に、知識及び技能の習得を容易にするた
め、訓練手当を支給した。（実績６５名分）

目　　　　計 270,330,000 248,572,154 0 21,757,846
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事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果

（職業訓練校費）

(主)職業訓練事業
費

397,492,000 332,811,397 0 64,680,603 主な事業に関する調べ記載のとおり

障がい者職業訓練
事業費

31,924,000 24,308,869 0 7,615,131

障がい者がそれぞれの適正に応じた職業能力
開発を支援するため、職業訓練を実施する。
実施コース20コース、入校者37人、修了者33
人、就職者数24名（就職率72.7％）（28年5月
末時点）

鳥取県立産業人材
育成センター施設
整備費

1,242,000 993,600 0 248,400
県立産業人材育成センター倉吉校本館棟のト
イレ改修工事のための実施設計を行う。

鳥取県立産業人材
育成センター施設
整備費(耐震改修)

65,415,000 58,911,560 0 6,503,440
県立産業人材育成センター倉吉校及び米子校
の体育館と、その付帯施設の耐震改修工事を
行う。

目　　　　計 496,073,000 417,025,426 0 79,047,574

(職業訓練総務費・明許繰越)

若年者等への技能
承継事業

37,987,762 24,423,586 0 13,564,176

鳥取県職業能力開発協会と技能士会団体等で
組織する共同体が若年者を有期雇用し、集合
研修や企業実習によって正規雇用に結びつけ
技能承継を推進する。
・委託期間　平成27年3月11日～平成28年3月
31日
・成果－7名が訓練して、うち4名が正規雇用
された。

目　　　　計 37,987,762 24,423,586 0 13,564,176

（職業訓練校費・明許繰越）

職業訓練生託児支
援事業

10,440,000 3,725,721 0 6,714,279
職業訓練を受講する者に対し、児童を保育所
等に預ける経費の一部を奨励金として支給す
る。

目　　　　計 10,440,000 3,725,721 0 6,714,279

合　　　　計 1,981,761,762 1,672,075,557 0 309,686,205

９　予備費の充用調べ　・・・　該当なし   

１０　繰越関係調べ   
　　（１）継続費逓次繰越調べ  ・・・　該当なし

　　（２） 繰越明許費調べ　 ・・・　該当なし  

　　（３）事故繰越調べ 　・・・　該当なし 
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節
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２
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・
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２
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節
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節
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0
0

0
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0
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0
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0
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節
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収
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平
成
２
０
年
度
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立
高
等
技
術
専
門
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訓
練
用
パ
ソ
コ
ン
等
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借
料

借
上
料

平
成
２
０
年
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（
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初
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２
１
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２

７
年
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1
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２
３
年
度
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術
専
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訓
練
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ソ
コ
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料

借
上
料

平
成
２
３
年
３
月

(
当
初
)
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成

２
４

年
度

～
２

８
年

度
1
1
,
4
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0
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0
0
0
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,
3
5
1
,
0
6
0

1
,
3
5
7
,
0
5
8

6
,
9
3
3
,
6
3
6

1
,
0
2
4
,
9
6
2

3
5
,
4
0
4

7
,
9
9
4
,
0
0
2

9
,
3
5
1
,
0
6
0

平
成
２
３
年
度
県
立
高
等
技
術
専
門

校
職
業
訓
練
の
グ
レ
ー
ド
ア
ッ
プ
事

業

借
上
料

平
成
２
３
年
３
月

(
当
初
)

平
成

２
４

年
度

～
３

０
年

度
4
5
,
3
4
9
,
0
0
0

4
3
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3
4
9
,
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8
0

2
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0
7
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3
4
0
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0
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0
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2
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7
4
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6
4
0

1
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1
,
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8
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4
1
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2
7
6
,
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0

4
3
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3
4
9
,
8
8
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成
２
４
年
度
県
立
高
等
技
術
専
門

校
訓
練
用
パ
ソ
コ
ン
等
賃
借
料

借
上
料

平
成
２
４
年
３
月

(
当
初
)

平
成

２
５

年
度

～
２

８
年

度
2
5
,
0
0
0
,
0
0
0

2
3
,
6
6
1
,
5
4
0

3
,
0
1
6
,
2
7
2

1
1
,
7
9
6
,
1
2
0

5
,
8
9
8
,
0
6
0

2
,
9
5
1
,
0
8
0

2
0
,
6
4
5
,
2
6
0

2
3
,
6
6
1
,
5
3
2

平
成

２
４

年
度

県
立

高
等

技
術

専
門

校
機

械
警

備
委

託

委
託
料

平
成
２
４
年
１
２

月
、
平
成
２
６
年

３
月
(
補
正
)

平
成

２
５

年
度

～
２

７
年

度
1
,5

7
7
,0

0
0

1
,
2
7
1
,
1
6
0

0
8
4
3
,
4
8
0

4
2
7
,
6
8
0

0
1
,
2
7
1
,
1
6
0

1
,
2
7
1
,
1
6
0

平
成

２
４

年
度

県
立

校
等

技
術

専
門

校
訓

練
用

パ
ソ

コ
ン

等
賃

借
料

借
上
料

平
成
２
４
年
１
２

月
（
補
正
）

平
成

２
５

年
度

～
２

８
年

度
3
,6

0
4
,0

0
0

1
,
5
6
7
,
4
4
0

0
7
8
3
,
7
2
0

3
9
1
,
8
6
0

3
9
1
,
8
6
0

1
,
5
6
7
,
4
4
0

1
,
5
6
7
,
4
4
0

平
成

２
４

年
度

米
子

高
等

技
術

専
門

校
寄

宿
舎

給
食

業
務

委
託

委
託
料

平
成
２
４
年
１
２

月
、
平
成
２
６
年

３
月
(
補
正
)

平
成

２
５

年
度

～
２

７
年

度
1
0
,5

4
8
,0

0
0

8
,
6
0
2
,
8
0
0

0
5
,
7
0
8
,
4
0
0

2
,
8
9
4
,
4
0
0

0
8
,
6
0
2
,
8
0
0

8
,
6
0
2
,
8
0
0

平
成
２
５
年
度
職
業
訓
練
業
務
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託

委
託
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平
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年
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２
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正
）
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成
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６
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平

成
２

７
年

度
9
1
,
2
1
7
,
0
0
0

5
7
,
0
3
1
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6
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0

0
4
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9
4
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0
9
6
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,
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8
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4
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5
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1
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6
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7
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0

平
成
２
６
年
度
職
業
訓
練
業
務
委
託

委
託
料

平
成
２
６
年
３
月

(
当
初
)

平
成

２
７

年
度

8
,
4
0
0
,
0
0
0

5
,
3
5
8
,
9
6
0

0
0

5
,
3
0
7
,
1
2
0

0
5
,
3
0
7
,
1
2
0

5
,
3
0
7
,
1
2
0

平
成
２
６
年
度
県
立
産
業
人
材
育
成

セ
ン
タ
ー
倉
吉
校
訓
練
用
パ
ソ
コ
ン

等
賃
借
料

借
上
料

平
成
２
６
年
３
月

(
当
初
)

平
成

２
７

年
度

～
平

成
３

０
年

度
1
,
9
6
0
,
0
0
0

1
,
8
1
3
,
3
4
4

0
0

4
5
3
,
3
3
6

1
,
3
6
0
,
0
0
8

1
,
8
1
3
,
3
4
4

1
,
8
1
3
,
3
4
4

平
成
２
６
年
度
県
立
産
業
人
材
育
成

セ
ン
タ
ー
米
子
校
寄
宿
舎
用
冷
凍
冷

蔵
庫
等
賃
借
料

借
上
料

平
成
２
６
年
３
月

(
当
初
)

平
成

２
７

年
度

～
平

成
３

２
年

度
3
6
8
,
0
0
0

3
6
7
,
4
1
6

0
0

6
9
,
9
8
4

2
9
7
,
4
3
2

3
6
7
,
4
1
6

3
6
7
,
4
1
6

設
定

状
況

執
行
(
支
出
)
状
況

債
務
負
担
行
為
の
期
間

当
該

事
業

の
契

約
額

等
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（
単
位
：
円
）

事
業
名

種
別

設
定

年
度

合
　
計

備
考

議
決

期
間

限
度

額
の

執
行

額
2
6
年

度
ま
で
の

2
7
年
度
執
行
額

2
8
年
度
以
降
の

計
(
補

正
・

当
初

の
別

)
Ａ

執
行

額
執
行
予
定
額

Ｂ
Ａ
＋
Ｂ

設
定

状
況

執
行
(
支
出
)
状
況

債
務
負
担
行
為
の
期
間

当
該

事
業

の
契

約
額

等

平
成
２
６
年
度
職
業
訓
練
業
務
委
託

委
託
料

･
補
助
金

等

平
成
２
６
年
１
１

月
（
補
正
）

平
成

２
７

年
度

～
平

成
２

８
年

度
1
1
2
,
4
1
9
,
0
0
0

8
7
,
7
7
6
,
6
1
7

0
0

2
2
,
7
1
3
,
4
5
6

2
1
,
6
3
3
,
2
6
1

4
4
,
3
4
6
,
7
1
7

4
4
,
3
4
6
,
7
1
7

平
成
２
６
年
度
県
立
産
業
人
材
育
成

セ
ン
タ
ー
訓
練
用
ワ
ー
ク
ス
テ
ー

シ
ョ
ン
等
賃
借
料

借
上
料

平
成
２
６
年
１
１

月
（
補
正
）

平
成

２
７

年
度

～
平

成
３

０
年

度
1
6
,
3
2
8
,
0
0
0

5
,
2
3
0
,
6
5
6

0
0

2
,
6
1
5
,
3
2
8

2
,
6
1
5
,
3
2
8

5
,
2
3
0
,
6
5
6

5
,
2
3
0
,
6
5
6

女
性
の
参
画
促
進
に
向
け
た
職
業
訓

練
サ
ポ
ー
ト
事
業
補
助

補
助
金

等
平
成
２
６
年
９
月

（
補
正
）

平
成

２
７

年
度

～
平

成
２

８
年

度
4
,
0
8
0
,
0
0
0

－
0

0
0

0
0

0

労
働
者
相
談
・
職
場
環
境
改
善
事
業

費
委
託
料

平
成
２
６
年
１
１

月
（
補
正
）

平
成

２
７

年
度

～
平

成
２

９
年

度
9
1
,
0
8
1
,
0
0
0

－
0

0
2
9
,
9
4
8
,
8
9
7

6
1
,
1
3
2
,
1
0
3

9
1
,
0
8
1
,
0
0
0

9
1
,
0
8
1
,
0
0
0

平
成
２
７
年
度
職
業
訓
練
業
務
委
託

委
託
料

平
成
２
７
年
３
月

（
当
初
）

平
成

２
８

年
度

3
3
,
1
8
9
,
0
0
0

3
3
,
1
8
9
,
0
0
0

0
0

0
3
3
,
1
8
9
,
0
0
0

3
3
,
1
8
9
,
0
0
0

3
3
,
1
8
9
,
0
0
0

平
成
２
７
年
度
障
が
い
者
職
業
訓
練

業
務
委
託

委
託
料

平
成
２
７
年
３
月

（
当
初
）

平
成

２
８

年
度

3
8
9
,
0
0
0

3
8
9
,
0
0
0

0
0

0
3
8
9
,
0
0
0

3
8
9
,
0
0
0

3
8
9
,
0
0
0

平
成
２
７
年
度
訓
練
用
パ
ソ
コ
ン
賃

貸
料

借
上
料

平
成
２
７
年
３
月

（
当
初
）

平
成

２
８

年
度

～
平

成
３

１
年

度
1
2
,
2
0
1
,
0
0
0

1
1
,
3
7
7
,
7
4
6

0
0

0
1
1
,
3
7
7
,
7
4
6

1
1
,
3
7
7
,
7
4
6

1
1
,
3
7
7
,
7
4
6

平
成
２
７
年
度
プ
リ
ン
タ
複
合
機
賃

貸
料

借
上
料

平
成
２
７
年
３
月

（
当
初
）

平
成

２
８

年
度

～
平

成
３

２
年

度
3
,
0
9
2
,
0
0
0

2
,
5
6
4
,
6
4
0

0
0

0
2
,
5
6
4
,
6
4
0

2
,
5
6
4
,
6
4
0

2
,
5
6
4
,
6
4
0

産
業
人
材
育
成
セ
ン
タ
ー
仮
設
校
舎

賃
借
料

使
用
料

及
び
賃

借
料

平
成
２
５
年
９
月

（
補
正
）

平
成

２
６

年
度

～
平

成
２

７
年

度

1
2
,
4
3
2
,
0
0
0

1
5
,
0
3
6
,
0
0
0

6
,
0
4
8
,
0
0
0

0
6
,
0
4
8
,
0
0
0

0
6
,
0
4
8
,
0
0
0

1
2
,
0
9
6
,
0
0
0

2
5
～
2
7
年
度
の

契
約
で
債
務
負

担
行
為
は
う
ち

2
年

鳥
取
県
地
域
創
生
人
材
育
成
事
業

使
用
料

及
び
賃

借
料

平
成
２
７
年
６
月

（
補
正
）

平
成

２
８

年
度

～
平

成
２

９
年

度

1
4
6
,
6
5
5
,
0
0
0

1
4
6
,
6
5
5
,
0
0
0

0
0

0
1
4
6
,
6
5
5
,
0
0
0

1
4
6
,
6
5
5
,
0
0
0

1
4
6
,
6
5
5
,
0
0
0

2
7
～
2
9
年
度
の

契
約
で
債
務
負

担
行
為
は
う
ち

2
年

6
6
5
,
4
3
4
,
0
0
0

4
8
6
,
2
6
0
,
1
7
9

1
5
,
4
5
0
,
2
1
0

1
1
4
,
6
6
1
,
4
9
2

1
0
1
,
9
1
3
,
8
8
7

2
9
8
,
8
9
3
,
8
4
2

5
1
5
,
4
6
9
,
2
2
1

5
3
0
,
9
1
9
,
4
3
1

合
　
計

-15-



　（１）負担金 （単位：円）

予算科目（目） 予算額
区
分

負担金の名称 支出先 負担率 支出金額
支出の根拠法令
名等（規約、要綱
等を含む。）

備考

労政総務費 53,534,000
単
県

地域雇用創造
推進事業委託
費返還負担金

鳥取県雇
用創造協
議会

10/10 53,533,132
地域雇用創
造推進事業
委託契約書

文書ID
15-
00170024

労政総務費 7,000
間
接

高速道路利用
料

個人 10/10 6,530
文書ID
15-
00162307

新規以外のもの 0
本庁執行分計 53,539,662
出納機関執行分計 0

目　計 53,539,662

合　計 53,539,662

　予算科目　　（労政総務費）
  ①　国　補　分　・・・　該当なし
  ②　単　県　分

精算 H27.10.15 162,000
精算 H28.5.11 343,000
精算 H28.5.11 286,000
精算 H28.5.16 378,000

(補助率：1/2）

精算 H27.6.25 20,000

537,794 H27.6.9外 精算 H28.5.16 300,000

（平成20年度） H27.4.13外
(補助率：10 /10）

320,000 H27.4.21外 H26.5.21外 H27.5.28外

本庁執行分計 1,489,000
出納機関執行分計 0
単　　県   分   計 1,489,000

H27.9.3外 H27.9.25外

鳥取県労働者団体
社会貢献活動等支
援補助金 鳥取市天神

町30-5
日本労働組
合総連合会
鳥取県連合
会外１

H27.10.6外

文書ID
15-
00089472

鳥取県中小企業の
求人情報発信支援
事業
（H２３年度） 日本トレー

ディングシス
テム（株）外３
件

県内中小企業が、
就職情報サイト等
の求人情報発信媒
体を活用する経費
に対する補助

H27.5.18外 -

H28.3.23

１７　負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ

支出年月日

H28.3.29

  （２）補助金

（単位：円）

補　助　金　等
の名称（補助

金等の創設年度）
 交　付　先

間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日 着手年月日
額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考
交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額
 事 業 の 内 容

補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日
実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

2,339,280

1,169,000
H27.6.4外

文書ID
16-
00020212

労働者福祉向上の
啓発活動事業及び
社会貢献事業を行
う労働者団体の協
議体に対する補助

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。
２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。
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　予算科目　　（労働福祉費）
  ①　国　補　分　・・・　該当なし

  ②　単　県　分

概算 H28.5.29 2,641,500
5,283,000 H28.5.7

H27.4.24

(補助率：1 /2 ）
2,641,500

H27.5.11 H28.4.20 H28.4.27

精算 H27.9.1 54,400
100,800 H27.8.18外 精算 H28.3.1 46,400

H27.7.31外

(補助率：10 /10）

100,800
H27.8.18外 H27.7.31外

本庁執行分計 2,742,300
出納機関執行分計 0
単　　県   分   計 2,742,300

補　助　金　等
の名称（補助

金等の創設年度）
 交　付　先

間
 

接

補助対象経費

 実施計画承認
又は内示年月日 　支 出 の 状 況

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日 概算

払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額

審査・現地
調査年月日

鳥取県労働者福祉
協議会補助金

鳥取市天神
町30-5
(財)鳥取県労
働者福祉協
議会

着手年月日
額の確定
年 月 日

（平成18年度）

鳥取県労働者福祉協
議会が行う労働者の
福祉増進活動（勤労
者福祉研修会の開
催、調査研究、文化・
体育事業、広報活
動）に対する助成

鳥取県育児・介護
休業者生活資金支
援事業補助金

松江市魚町
10
山陰合同銀
行　外５

鳥取県育児・介護
休業者生活資金の
融資を実行した金
融機関に対する補
助（利子補給）

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額

 交付決定
年 月 日

実績報告
年  月  日

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。
２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

文書ＩＤ
16-
00017669

（昭和47年度、平成
12年度全面改正）

文書ＩＤ
15-
00152955
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　予算科目　　（職業訓練総務費）
  ①　国　補　分

H28.5.23 概算 H27.9.3 7,386,800

概算 H27.9.16 260,000
（※昭和54年度） 24,442,193 (H27.4.1外) 概算 H28.3.11 6,194,400

(補助率：2/3） H27.11.24
（H27.8.28）

H27.12.8
H28.4.1外 H28.4.12

外
精算 H28.5.27 △ 660,200

13,181,000

H28.8予定 概算 H27.8.20 14,703,000

57,587,000 概算 H27.10.19 6,022,000
（昭和54年度） (補助率：定額）

概算 H28.3.18 16,934,000
H27.5.18

37,659,000

H27.7.27 H28.4.6 H28.4.8

本庁執行分計 50,840,000
出納機関執行分計 0
単　　県   分   計 50,840,000

  ②単　県　分

7,491,206 H28.4.15 概算 H27.8.21 2,325,000

（平成9年度） (H27.5.20) 概算 H27.11.25 2,325,000

(補助率：定額） H27.10.30 H28.1.8 527,000

(H27.8.11)
4,964,000 H27.12.21 H28.3.31 H28.4.5 精算 H28.4.25 △ 213,000

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額

（単位：円）

補　助　金　等
の名称（補助

金等の創設年度）
 交　付　先

間
 

接

補助対象経費

 実施計画承認
又は内示年月日 着手年月日

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日
実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

認定職業訓練助成
事業費補助金

倉吉市上井
81-1
鳥取県中部
建築工務士
会　外５件

交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

文書ＩＤ
16-
00028421

認定職業訓練に係
る運営及び施設設
備整備費への補助
金

鳥取県職業能力開
発協会補助金

鳥取市富安
2-159
鳥取県職業
能力開発協
会

文書ＩＤ
16-
00009185

鳥取県職業能力開
発協会が行う事業
の実施に要する経
費の補助

着手年月日

完了年月日

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額

（単位：円）

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

鳥取県技能振興推
進事業費補助金

鳥取市富安
2-159
鳥取県技能
士会連合会

一
部鳥取県技能士会連

合会が実施する事
業の一部を助成

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費

 実施計画承認
又は内示年月日

交付申請
年 月 日

補　助　金　等
の名称（補助

金等の創設年度）

文書ＩＤ
16-
00002856
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H27.5.26
外

精算 H27.6.2 3,000

1,946,463 精算 H27.6.16 8,600
（平成26年度） H27.3.9外 - 精算 H27.12.15 43,860

(補助率：定額） 精算 H28.4.4 224,890
精算 H27.7.31 54,180

646,355 H27.4.1外 H27.5.15外 精算 H27.8.12 33,798
精算 H27.8.5 15,480
精算 H28.5.20 40,205
精算 H28.1.18 40,686
精算 H28.1.18 83,088
精算 H27.8.14 13,106
精算 H27.12.4 13,222
精算 H28.1.13 6,020
精算 H28.1.7 30,960
精算 H28.1.21 6,880
精算 H28.3.11 10,320
精算 H28.4.6 18,060

989,305 H28.1.5 概算 H27.10.27 1,000,000
精算 H28.1.14 △ 10,695

(補助率：定額） H27.10.13

989,305 H27.10.19 H27.12.17 H27.12.24

本庁執行分計 6,599,660
出納機関執行分計 0
単　　県   分   計 6,599,660

　予算科目　　（職業訓練校費）
  ①　国　補　分

H28.4.22
概算 H27.6.24 744,600

744,600 H27.4.9 -

(補助率：10/10）

H27.4.24 H28.4.14 H28.4.14

744,600

本庁執行分計 744,600

出納機関執行分計 794,240
単　　県   分   計 1,538,840

  ②単　県　分　・・・　該当なし

とっとりの技能魅力
発信事業補助金

鳥取市富安
2-159
鳥取県技能
士会連合会

一
部

鳥取県職業能力開発
協会が行う「鳥取県
技能振興フェア」にお
ける技能の魅力発信
に係る経費の補助

鳥取県中小企業職
業訓練助成事業補
助金 サイトウコン

サルタント
（株）　外１６
件

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考

支出年月日 金　　　　　額

補助対象経費

 実施計画承認
又は内示年月日

補　助　金　等
の名称（補助

金等の創設年度）
 交　付　先

間
 

接

交付申請
年 月 日

完了年月日

着手年月日

 事 業 の 内 容

表の補足説明

事業主団体等委託訓
練生の労災保険特別
加入に対する補助

審査・現地
調査年月日

鳥取県事業主団体等
委託訓練生組合補助
金
（平成11年度） 鳥取県事業主

団体等委託訓
練生組合

 交付決定
年 月 日

補 助 率 及 び
補　助　金　額

文書ＩＤ
15-
00131883

検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

文書ＩＤ
16-
00008516

１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。
２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

（単位：円）

実績報告
年  月  日

着手年月日

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額 実績報告

年  月  日

文書ＩＤ
15-
00026672

県内中小企業等が
実施する従業員に
対する職業訓練に
要する経費に対す
る補助

H27.5.19
外

 交付決定
年 月 日

補　助　金　等
の名称（補助

金等の創設年度）
 交　付　先

間
 

接

補助対象経費

 実施計画承認
又は内示年月日

審査・現地
調査年月日

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額
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(　

　
　

　
)

（
　

　
　

　
　

）
（
　

　
　

　
　

 ）

～
(　

　
　

　
)

（
　

　
　

　
　

）
（
　

　
　

　
　

 ）

～
(　

　
　

　
)

5
7
,3

0
1
,5

6
0 0

5
7
,3

0
1
,5

6
0

5
7
,3

0
1
,5

6
0

１
８

－
２

　
工

事
請

負
費

調
べ

（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
え

を
受

け
て

執
行

し
た

も
の

）
　

・
・
・
　

該
当

な
し

出
納

機
関

執
行

分
計

目
　

　
　

計

合
　

　
　

計

本
庁

執
行

分
計

1
3
,8

7
9
,0

8
0

営
繕

課
に

配
当

替
え

4
,5

6
8
,4

0
0

営
繕

課
に

配
当

替
え

職
業

訓
練

校
費

国
補

産
業

人
材

育
成

セ
ン

タ
ー

米
子

校
体

育
館

耐
震

改
修

工
事

3
8
,8

5
4
,0

8
0

営
繕

課
に

配
当

替
え

職
業

訓
練

校
費

国
補

産
業

人
材

育
成

セ
ン

タ
ー

倉
吉

校
体

育
館

耐
震

改
修

工
事

（
電

気
設

備
）

職
業

訓
練

校
費

国
補

産
業

人
材

育
成

セ
ン

タ
ー

倉
吉

校
体

育
館

耐
震

改
修

工
事

（
建

築
）

変
　

　
　

更
（
 解

　
除

 ）
の

 理
 由

・
  

内
 容

備
 　

考
工

　
　

期

支
出

区
分

年
月

日
金

  
 　

額
　

　
 変

 更
 契

 約
 （

 最
 終

 )
検

　
 査

年
月

日
工

　
　

期

（
単

位
：
円

）

予
　

算
　

科
　

目
（
目

）
国

補
単

県
の

別
工

　
　

事
　

　
名

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約
入

札
年

月
日

(契
約

保
証

金
納

付
等

年
月

日
)

請
負

人

支
  

　
出

  
　

 状
　

  
況

実
地

完
成

年
月

日
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１
９

　
財

産
に

関
す

る
調

べ
　

（
１

）
公

有
財

産
　

　
ア

　
土

　
地

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
別

異
動

日
面

積
(㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
理

由
登

記
年

月
日

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

計
2
9
,7

6
4
.9

9
不

明
0

0
2
9
,7

6
4
.9

9
0

(5
5
,9

3
2
.5

1
)

増
加

H
H

(5
5
,9

3
2
.5

1
)

2
7
,9

6
6
.2

5
減

少
H

H
2
7
,9

6
6
.2

5

計
2
7
,9

6
6
.2

5
不

明
0

0
2
7
,9

6
6
.2

5
不

明

合
計

5
7
,7

3
1
.2

4
不

明
0

0
5
7
,7

3
1
.2

4
不

明

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
別

異
動

日
面

積
(㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
理

由
登

記
年

月
日

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

計
9
,0

4
9
.1

2
8
4
9
,1

3
1
,4

2
6

0
0

9
,0

4
9
.1

2
8
4
9
,1

3
1
,4

2
6

合
計

9
,0

4
9
.1

2
8
4
9
,1

3
1
,4

2
6

0
0

9
,0

4
9
.1

2
8
4
9
,1

3
1
,4

2
6

　
　

ウ
　

山
　

林
　

・
・
・
該

当
な

し
　

　
エ

　
不

動
産

売
却

　
・
・
・
該

当
な

し
　

　
オ

　
財

産
の

交
換

　
・
・
・
該

当
な

し
　

　
カ

　
動

　
産

（
船

舶
、

浮
標

、
浮

桟
橋

、
浮

ド
ッ

ク
、

航
空

機
）
　

・
・
・
該

当
な

し
　

　
キ

　
物

　
権

　
・
・
・
該

当
な

し
　

　
ク

　
無

体
財

産
権

（
特

許
権

、
著

作
券

、
商

標
権

、
実

用
新

案
件

等
）
　

・
・
・
該

当
な

し
　

　
ケ

　
有

価
証

券
　

・
・
・
該

当
な

し
　

　
コ

　
出

資
に

よ
る

権
利

　
・
・
・
該

当
な

し
　

産
業

人
材

育
成

セ
ン

タ
ー

米
子

校
米

子
市

夜
見

町
3
0
0
1
-
8

4
,7

0
8
.6

3
4
0
7
,6

6
2
,8

6
7

4
,7

0
8
.6

3
4
0
7
,6

6
2
,8

6
7

行
政

・
普

通
財

産
の

　
　

区
分

施
設

名
等

所
　

　
在

　
　

地
前

年
度

末
本

年
度

異
動

状
況

本
年

度
末

1
4
,1

4
8
.8

9
不

明
1
4
,1

4
8
.8

9
不

明

普
通

財
産

(元
)米

子
勤

労
総

合
福

祉
セ

ン
タ

ー
米

子
市

尾
高

1
2
6
8
-
1
　

外
(1

0
3
,7

1
6
,8

8
7
)

5
1
,8

5
8
,4

4
4

(1
0
3
,7

1
6
,8

8
7
)

5
1
,8

5
8
,4

4
4

前
年

度
末

本
年

度
異

動
状

況
本

年
度

末
備

　
考

行
政

財
産

産
業

人
材

育
成

セ
ン

タ
ー

倉
吉

校
倉

吉
市

福
庭

町
2
-
1

1
5
,6

1
6
.1

0
不

明
1
5
,6

1
6
.1

0

県
･米

子
市

共
有

1
/
2

（
平

成
２

８
年

３
月

３
１

日
現

在
）

備
　

考

4
4
1
,4

6
8
,5

5
9

（
平

成
２

８
年

３
月

３
１

日
現

在
）

不
明

行
政

・
普

通
財

産
の

　
　

区
分

施
設

名
等

所
　

　
在

　
　

地

産
業

人
材

育
成

セ
ン

タ
ー

倉
吉

校

産
業

人
材

育
成

セ
ン

タ
ー

米
子

校
米

子
市

夜
見

町
3
0
0
1
-
8

　
　

イ
　

建
　

物

行
政

財
産

倉
吉

市
福

庭
町

2
-
1

4
,3

4
0
.4

9
4
,3

4
0
.4

9
4
4
1
,4

6
8
,5

5
9
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 （
２

）
金

券
類

の
受

払
状

況

　
　

ア
　

金
券

の
受

払
状

況

購
 
入

 
額

使
 
用

 
額

　
円

　
円

　
円

　
円

郵
便

切
手

及
び

郵
便

は
が

き
9
,
0
5
2

1
7
,
6
4
6

2
0
,
2
9
8

6
,
4
0
0

収
入

印
紙

0
0

0
0

収
入

証
紙

0
0

0
0

タ
ク

シ
ー

ク
ー

ポ
ン

券
0

0
0

0

鉄
道

バ
ス

プ
リ

ペ
ー

ド
カ

ー
ド

0
0

0
0

合
　

　
計

9
,
0
5
2

1
7
,
6
4
6

2
0
,
2
9
8

6
,
4
0
0

　
　

イ
　

タ
ク

シ
ー

チ
ケ

ッ
ト

の
受

払
状

況

 （
３

）
基

　
金

　
・
・
・
　

該
当

な
し

 （
４

）
債

　
権

　
・
・
・
　

該
当

な
し

使
用

枚
数

の
う

ち
、

８
枚

は
記

入
済

み
未

利
用

に
よ

る
使

用
不

可
。

実
際

の
使

用
枚

数
は

３
１

枚
。

1
2
0

（
平

成
２

８
年

３
月

３
１

日
現

在
）

前
年

度
末

未
使

用
枚

数
本

　
　

年
　

　
度

　
　

中
本

年
度

末
備

　
　

　
考

購
入

枚
数

使
用

枚
数

及
び

金
額

3
9

1
2
1

枚
枚

枚
枚

4
7
,2

8
0
円

（
平

成
２

８
年

３
月

３
１

日
現

在
）

備
　

　
　

　
考

種
　

　
別

前
年

度
末

本
　

年
　

度
　

中
本

年
度

末

4
0
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２
０

　
財

産
の

貸
付

け
及

び
使

用
許

可
調

べ
　

（
１

）
　

土
地

及
び

建
物

　
　

ア
　

土
　

　
地

貸
付

（
使

用
許

可
）
先

単
価

本
年

度
の

貸
付

（
使

用
）
料

住
　

　
　

　
　

所
氏

　
　

　
　

　
名

月
額

・
年

額

計
0

無
償

0

年
額

転
貸

許
可

に

2
8
1

2
8
1

係
る

も
の

年
額

2
9
,2

5
0

2
9
,2

5
0

年
額

1
5
,0

0
0

1
5
,0

0
0

計
4
4
,5

3
1

合
計

4
4
,5

3
1

　
　

イ
　

建
　

　
物

　
・
・
・
　

該
当

な
し

　
（
２

）
　

物
　

品
　

・
・
・
　

該
当

な
し

行
政

 ・
普

通
財

産
の

区
分

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

目
　

　
　

的
所

　
　

在
　

　
地

数
量

又
は

面
積

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

年
　

月
　

日

当
初

貸
付

（
使

用
許

可
）

年
　

月
　

日

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

期
　

　
　

間

貸
付

（
使

用
）
料

　
（
円

）
備

　
考

行
政

財
産

H
1
5
.3

.3
1

H
2
5
.3

.3
1
～

H
3
5
.3

.3
0

H
2
5
.3

.3
1
～

H
3
5
.3

.3
0

米
子

市
加

茂
町

１
丁

目
１

米
子

市
長

普
通

財
産

(元
)米

子
市

勤
労

総
合

福
祉

セ
ン

タ
ー

米
子

市
尾

高
1
2
6
8
-
1

他
(5

5
,9

3
2
.5

1
)

2
7
9
6
6
.2

5
5

H
2
5
.3

.3
1

電
力

供
給

施
設

米
子

市
尾

高
2
3
4
3
他

電
柱

1
5
本

、
支

線
2
1
条

、
支

柱
3
本

H
2
4
.4

.1

米
子

市
加

茂
町

１
丁

目
１

米
子

市
長

上
水

道
給

水
管

布
設

米
子

市
尾

高
2
3
2
8
-
2

他
上

記
の

う
ち

1
.3

6
H

2
5
.3

.3
1

H
1
5
.3

.3
1

通
信

施
設

米
子

市
尾

高
2
3
6
9
-
7

他
電

柱
4
本

、
支

線
1
6
条

H
2
4
.4

.1
H

4
.4

.1
H

2
4
.4

.1
～

H
2
9
.3

.3
1

H
4
.4

.1
H

2
4
.4

.1
～

H
2
9
.3

.3
1

米
子

市
加

茂
町

２
丁

目
５

１
中

国
電

力
株

式
会

社
米

子
営

業
所

長

鳥
取

市
湯

所
２

丁
目

２
５

８
西

日
本

電
信

電
話

株
式

会
社

鳥
取

支
店

長
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２
１

　
借

受
不

動
産

明
細

調
べ

借
受

先

単
 価

本
年

度
の

借
料

月
額

・
年

額

2
0
6
,2

6
9

合
　

計
4
1
3
.6

9
1
3
4
,4

9
8

２
２

　
職

員
住

宅
及

び
職

員
駐

車
場

の
管

理
状

況
調

べ
　

・
・
・
　

該
当

な
し

２
４

　
寄

附
物

件
の

受
納

状
況

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

２
６

　
現

金
、

有
価

証
券

、
物

品
の

亡
失

、
損

傷
調

べ

２
７

　
貸

付
金

等
状

況
調

べ
　

・
・
・
　

該
当

な
し

○
　

意
見

、
要

望
等

　
・
・
・
　

特
に

な
し

　
（
１

）
業

務
に

関
す

る
要

望
等

　
・
・
・
　

特
に

な
し

　
（
２

）
監

査
委

員
事

務
局

に
対

す
る

意
見

・
要

望
等

　
・
・
・
　

特
に

な
し

鳥
取

県
財

務
会

計
法

令
集

会
議

テ
ー

ブ
ル

ノ
ー

ト
パ

ソ
コ

ン

ロ
ッ

カ
ー

11 2 1

1
3
4
,4

9
8

独
立

行
政

法
人

高
齢

・
障

害
・

求
職

者
雇

用
支

援
機

構
鳥

取
支

部

不
動

産
管

理
役

松
原

　
元

一

2
7
年

度
は

H
2
7
.7

.8
～

H
2
8
.3

.3
1
の

期
間

の
使

用
料

を
支

払
い

鳥
取

県
職

業
能

力
開

発
促

進
セ

ン
タ

ー
敷

地
土

地
高

機
能

加
工

機
訓

練
施

設
建

屋
鳥

取
市

若
葉

台
南

７
丁

目
１

番
１

１
号

4
1
3
.6

9
無

（
許

可
書

あ
り

）

鳥
取

県
例

規
全

集
全

５
巻

個
　

数
3 2 1

（
１

）
　

現
金

、
有

価
証

券
、

物
品

の
亡

失
、

損
傷

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

（
２

）
　

物
品

の
照

合
照

合
年

月
日

平
成

２
８

年
３

月
４

日

現
物

確
認

で
き

な
か

っ
た

物
品

・
　

有
　

　
　

　
　

・
　

無

現
物

が
確

認
で

き
な

か
っ

た
物

品
名

片
袖

机

パ
ー

ソ
ナ

ル
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
ー

区
　

分
種

　
別

借
受

（
使

用
）
目

的
所

　
在

　
地

数
量

又
は

面
　

　
　

積

契
　

約
　

の
　

状
　

況

２
３

　
自

動
車

（
二

輪
を

除
く
）
の

管
理

状
況

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

２
５

　
備

品
の

処
分

状
況

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

備
　

考
契

約
書

の
有

無
借

受
期

間

借
　

　
料

　
（
円

）

住
　

　
所

氏
　

　
名

H
2
7
.7

.8
～

H
3
0
.3

.3
1
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